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「降下火砕物による木造建築物への影響に関する研究」 

2026005番 

研究代表者 久保智弘 

研究期間 令和 ８年～令和１０年、  今年度は１年目/３年計画 

研究分担者 所内：吉本充宏、亀谷伸子 

所外：久田嘉章（工学院大学）、戸松

誠、石井旭(北海道立総合研究機構 建

築研究本部 北方建築総合研究所)、 

竹林洋史(京都大学防災研究所) 

研究 

協力者 

所内： 

所外： 田村和夫(神奈川大学)、安田進

(東京電機大学)、村上正浩(工学院大

学)、山本剛(都城高専)、堤拓哉(北海道

教育大学) 

施 

策 

関 

連 

山梨県 

科学技術 

基本計画 

成長促進分野 ④質の高い地域環境の保全・活用と健康増進分野 

取組項目 県民生活における安全・安心の確保に関する研究 

山梨県 

総合計画 

戦略1強靭な「やまなし」を創る道 

政策2 防災・減災、県土の強靭化 

施策10:富士山火山防災対策の研究と普及 

施策11富士山防災対策におけるハード整備の推進 

施策12:富士山防災対策におけるソフト対策の推進 

施策13:国・県・市町村及び住民の協働による防災・減災の推進 

その他 

部門計画 
 

研究の背景・ 

ニーズ 

 

内閣府(防災担当)では、大規模降灰対策として、富士山噴火による火山灰に関する情報

を公表しており、建築物の被害が一律降灰深30㎝以上で発生するとしている(補足資料

1)。しかし、木造建築においては、地域によって積載(屋根)荷重の設計値が異なるため

一律の基準を適用しにくい。また、富士北麓地域では火山灰だけではなく火山礫も多量

に降下するため、火山灰と火山礫が組み合わさった場合の影響を把握する必要がある(補

足資料2)。さらに火山灰が堆積すると少量の降雨でも土石流が発生しやすくなるため、

土石流警戒区域を多く持つわが県において、木造建築物に対する降灰後土石流への対策

も重要な課題である。このように木造建築物への降下火砕物の影響は十分に解明されて

おらず、科学的根拠に基づいた避難計画の策定が困難な状況にある。特に、降下火砕物

による木造建物の被害評価手法がないため、適切な避難基準の設定や事前の防災対策が

十分に確立されていない。一方、県内の防災教育を支援する研究を通じて、地震災害の

ほかに土砂災害へのニーズが高く、土石流による地域の被害予測のシミュレーション動

画などが必要とされていることも分かった。 

以上のことから、降下火砕物による木造建築物の被害発生過程を明らかにし、被害を軽

減するための対策研究が急務である。 

研究目的 

 

本研究では、富士山噴火による降下火砕物が木造建築物に与える影響を科学的に解明し、

被害軽減のための対策手法を確立することで、避難基準の明確化と地域防災力の向上を図

る。特に、鉛直・水平荷重の両面から建物の脆弱性評価と実効性ある防災対策の構築を目

指す。 

研究目標 

 

鉛直荷重(火山灰・火山礫) 

➢ 降灰実験を実施し、屋根勾配や雪止めが堆積条件に与える影響を把握する。 

➢ 実験結果と設計値から屋内退避の可否判断指標を構築する。 

➢ 堆積条件を基に降下火砕物が堆積しにくい屋根機構を開発する。 

水平荷重(降灰後土石流) 

➢ 被害調査とシミュレーション、実験から降灰後土石流による建物の被害関数を構築す

る(補足資料 3)。 

➢ 土石流シミュレーションにより、RC 造や RC 塀による減災対策方法を構築する。 



研究全体の 

研究計画・ 

研究方法ならび

に研究体制 

(共同研究において

は、その必要性、

研究分担者の役割

を記入) 

1．鉛直荷重(火山灰・火山礫) 

1-1 降下火砕物の堆積過程の研究(R8~9) 

プレ研究で開発した実験装置を使い、国土交通省中部地方整備局富士砂防事務所から提供

いただいた火山灰と火山礫を用いて、屋根への堆積性状について屋根勾配や雪止めなどに

よる違いを検証する。この際、火山礫は様々な形状を持つことから、火山地質学が専門の

吉本・亀谷と連携し、みかけ密度の計測方法を検討し、計測を行う。また、気象条件によ

る影響として、雨や雪の影響を含め明らかにする。このとき、雪による影響について、北

海道で建築物と雪荷重などを研究してきた戸松氏と連携し研究を行う。 

1-2 対策方法の開発(R10) 

前年度までの研究成果を基に、屋根素材の変更や雪止め装置の変更など、効果的な降下火

砕物対策について、開発した実験装置を使い、対策方法の開発を行う。 

1-3 自助対策支援のための判断指標の構築(R10) 

前年度までの研究成果を基に、住民が屋内退避の可否を判断することができるチェックシ

ートを構築し、住民自らが避難のタイミングを考えて行動することを支援する。 

2．水平荷重(降灰後土石流) 

2-1 被害調査等による脆弱性評価の実施 (R8～9) 

近年県内外で発生した土砂災害について、工学院大学久田教授と京都大学防災研究所竹林

教授とともに被害調査を行い、脆弱性評価の情報を収集し、加えて模型実験などにより木

造建物への土石流の影響について検証を行う。さらに県外の建築的対策事例に関する情報

収集を行う。 

2-2 土石流シミュレーションの検証と対策手法の開発(R8~10) 

プレ研究で開発した建物モデルを考慮した 3 次元粒子法による土石流シミュレーションを

用いて、既存の 2 次元土石流シミュレーションと比較し、V&V(Verification & Validation)

を行う。土石流シミュレーションについては、竹林教授の開発した Mopho2D を使用する。

また、被害調査などによる土石流の水平力を基に RC 造建物や塀の効果について、構築し

た土石流シミュレーションにより、減災対策手法の検証を行う。まちづくり手法による対

策として、北海道胆振東部地震などで知見を持つ石井氏と連携して研究を行う。 

2-3 アウトリーチ活動の展開(R8~10) 

構築したモデルを基に県内の小中学校をモデルに土石流シミュレーションを実施し、防

災教材用の土石流シミュレーション動画を作成し、アウトリーチ活動を行う。 

前年の 

研究計画・ 

研究方法ならび

に研究成果 

（初年度の場合は

事前調査内容など

を記入） 

⚫ プレ研究として、屋根勾配を任意に変更できる実験装置を開発した。この装置を用

いて、今年度火山礫の堆積性状と降雨や雪による荷重の変化について研究を進め

る。 

⚫ 桜島大正(1914年)噴火と北海道駒ヶ岳1929年噴火の文献調査により、火山礫による

建物の影響などを調査した。 

⚫ 「山梨県 富士山噴火対策建物避難判断基準策定事業」によって、旧耐震木造建物を

対象とした火山灰の影響を調査し、積灰深30㎝と除灰による効果、積灰深20cmによ

る降雨と降雪の影響について調査した。 

⚫ 同事業による宝永噴火で埋没した建物の発掘調査を行い、火山礫による建物被害に

ついても調査を行った。 

今年度の 

研究実施内容 

（研究計画・ 

研究方法） 

ならびに期待さ

れる研究成果 

1．鉛直荷重(火山灰・火山礫) 

⚫ プレ研究で開発した実験装置を用いて、宝永噴火の火山礫を用いて、屋根勾配ご

との火山礫の堆積性状の把握と積載荷重の変化を研究。 

⚫ 火山礫(大室山噴火と宝永噴火)のみかけ密度の計測方法を検討し、実際に計測を

実施する。計測した結果を用いて、上記荷重の変化結果と比較。 

⚫ 火山礫・火山灰の粒径の違いによる含水率の関係などを整理 

⚫ 屋根勾配は、堤他(2021) を参考に、1/10(5.7°)、2/10(11.3°)、

3/10(16.7°)、4/10(21.8°)の4つを実施予定 

以上により、今年度は火山礫の堆積性状や設計荷重の評価に必要なみかけ密度が把握

できる。 

 

2．水平荷重(降灰後土石流) 

⚫ Morpho2DHを用いて、熱海市の土石流災害の再現及び、建物の対策について検討 

⚫ 3次元粒子法の解像度を上げる(可変メッシュによる手法)検討とMorpho2DHの組み

合わせを検討 

⚫ 土石流による建物の影響に関する実験方法の検討 



⚫ 能登半島豪雨による被害調査を実施 

以上により、土石流シミュレーションの高度化と土石流による建物被害のデータ整理

ができ、脆弱性評価に必要な情報収集ができる。 

 

最終的に 

期待される 

研究成果 

⚫ 降下火砕物からの避難対象となる木造建築物の特定、避難対象者の最適化（深刻な渋

滞の抑制により、逃げ遅れゼロの実現） 

⚫ 研究成果の県地域防災計画等への反映 

⚫ 降下火砕物と降灰後土石流に対する木造建物の脆弱性評価、被害想定への貢献 

⚫ 耐土砂災害建築物や街づくりが可能となり、自然災害に強いやまなしを実現できる 

⚫ 防災教育等を通じて、広く県民へ周知啓発。地域防災向上に貢献 

 


